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医療観察法の制度対象者の治療・支援体制の整備のための研究 

平成 30 年度～令和 2 年度 総合研究報告書 

 
従来対応が難しいとされた複雑事例に対する心理社会的介入方法に関する研究 

 
研究分担者 今村 扶美  国立精神・神経医療研究センター病院 

 

研究要旨： 

1. 指定入院医療機関における長期入院者の特徴として、統合失調症に加え、知的障害・発

達障害等の重複障害を持つ対象者であることが明らかになっている。このような入院が

長期化しやすい複雑事例においては、薬物療法だけではなく多職種チーム

（Multi-Disciplinary Team：以下、MDT）による心理社会的治療の強化が求められる。

本研究では、複雑事例に対して指定入院医療機関同士で継続的なコンサルテーションを

行うことで治療や退院の促進を図るとともに、効果的なコンサルテーションの実施方法

を開発し、その効果を検証することを目的とした。 

2. 平成 30年度～令和 2 年度にかけて、23 事例に対してコンサルテーションが実施された。

その結果、実施前後で入院対象者の治療状況を示す共通評価項目の合計点と通院後の暴

力や問題行動を予測する社会復帰関連指標に改善を認めた。また、多職種チームの機能

を評価する CPAT-J の得点が向上し、MDT の機能の向上が示された。さらに、MDT からは

コンサルテーションの有用性に対して高い評価を得た。以上より、施設間の継続的なコ

ンサルテーションの実施は複雑事例の治療促進に効果的であることが示された。 

3. 本研究の成果物として、コンサルテーションの標準的な実施手順、複雑事例のケースフ

ォーミュレーションの作成手順およびひな形を整備した。また、コンサルテーションに

おいて取り上げられた課題を整理し、介入事例をまとめた。 
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Ａ．研究目的 

平成 17 年 7 月 15 日に医療観察法が施行

され、平成 21 年 2 月現在、指定入院医療機

関は全国に 33 施設設置されている 1）。平成

24 年度からは、施設間の医療の均てん化を

図ることを目的に、厚生労働省「心神喪失

者等医療観察法医療水準向上等事業（通称、

ピアレビュー事業）」が開始されている。同

事業は、全国の指定入院医療機関を受入施

設と派遣施設に分け、相互にピアレビュー

を行うものである。ピアレビュー事業を行

う中で、各指定入院医療機関の長期入院者

の多くが、統合失調症に加え重複障害（知

的障害、発達障害、物質使用障害等）を持

つ対象者であることが判明している。この

ような事例に対しては、薬物療法のみなら

ず、MDT による心理・社会的治療の強化が

求められている。 

本研究では、入院が長期化しがちな複雑

事例に対して、指定入院医療機関同士で継

続的なコンサルテーションを行い、治療の

促進を図ることを目的としている。ピアレ

ビュー事業とも連携しながら、効果的かつ

効率的にコンサルテーションを実施するた

めの各種ツールやコンサルテーションの実

施手順の開発、試行を行う。 

なお、本研究は平成 30 年 11 月 5 日付で

国立精神神経医療研究センター倫理委員会

より承認を得た（承認番号 A2015-067）。 

 
Ｂ．研究方法 
1. 調査対象 

ピアレビュー事業で受入施設となった

指定入院医療機関において入院処遇を受け

ている対象者のうち、治療が困難で、入院

期間が厚生労働省による指定入院医療機関

運営ガイドラインに示されている標準的な

入院期間の概ね 18 ヶ月を超過し長期入院

となっている者および長期入院となる可能

性がある者を研究対象とした。 

また、本研究では研究対象となった医療

観察法対象者の担当 MDT のスタッフにアン

ケートを実施することから、該当スタッフ

も研究対象とした。 

なお、本研究の研究期間は平成 30 年 4

月 1 日より令和 3 年 3 月 31 日までである。 

2. 調査項目 

以下の評価尺度の記入を各該当対象者

の担当 MDT に依頼した。 
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1) 精神科リハビリテーション行動評価尺

度（REHAB）2） 

精神科リハビリテーションの効果を判

定する、多目的の行動評定尺度。23 項目の

評定からなる評価用紙に、対象者の「逸脱

行動」「全般行動」を記入して評価する。 

2) 日本語版精神科 MDT 医療アセスメント

ツール（CPAT-J）3） 

スタッフが参加している MDT の過去 1 ヶ

月間の機能や状態について、5 つの下位項

目から評価する。 

3）共通評価項目 4） 

医療観察法の鑑定、入院、通院の各局面

において、全国で統一して用いられている、

治療必要性や治療の進展を測る尺度である。 

4) アンケート 

コンサルテーションの形式や有用性に

ついての意見を問うアンケート。 

なお、各評価尺度については、介入前後

の得点を分散分析または対応のある t 検定

により比較を行い、p<0.05 を統計学的に有

意とした。解析には SPSS® Statistics 
ver.25 を用いた。 

3. 手続き 

本研究の研究方法は以下の通りである

（資料 1）。 

1) 被験者のリクルート方法 

受入施設となった各指定入院医療機関

において、選択基準に合致する医療観察法

対象者を 1 名程度選定した。研究に関する

説明を行い、同意が得られた対象者および

担当 MDT スタッフを被験者とした。 

2) 介入方法・介入期間や調査方法 

派遣施設の MDT が、受入れ施設の該当対

象者に関して、おおむね 1 カ月ごとに全 4

回、コンサルテーションを実施した。第 1

回目はピアレビューの機会を用いて直接カ

ンファレンスを行い、2 回目以降はテレビ

会議システムや電話会議システム等を用い

て実施した。 

a. 第 1 回コンサルテーション 

受入施設の MDT は、事前に対象者の治療

経過と課題を概観するための「フェイスシ

ート」（資料 2）と「ケースフォーミュレー

ションシート」（資料 3）を作成し、派遣施

設の MDT と情報共有を行った。また、介入

前の評価尺度を実施した。その上で、該当

対象者の担当 MDT と派遣施設の MDT でカン

ファレンスを実施し、対象行為や最近の課

題とその要因、および介入方法について検

討した。担当 MDT はカンファレンスを受け

て次回までに試みる具体的な介入プランを

立て、次回のカンファレンスまでの間に実

践した。 

b. 第 2～3 回コンサルテーション 

実施した介入プランの結果について、う

まく行った部分、うまく行かなかった部分

を含めて話し合われた。必要であれば介入

プランの修正が検討された。 

c. 第 4 回コンサルテーション 

全 4 回のまとめを行った。介入後の評価

尺度を実施した。また、カンファレンスを

行って良かった点、悪かった点を共有し、

今後のコンサルテーションの方法・体制に

ついても振り返りを行った。 

（倫理面への配慮） 

1) 匿名化の方法 

「フェイスシート」、「ケースフォーミュ

レーションシート」等のツール、「評価尺

度」には個人を識別できる情報（氏名、住

所、生年月日、電話番号など）を記載せず、

独自の符号を付して識別した。個人と符号
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の対応表は個人情報管理者が保管した。 

2) 試料と臨床情報、解析結果の保存、管理

方法、管理期間について 

評価尺度に記入された、個人識別情報

を含まないデータは研究責任者のもとに

回収し、解析は医療観察法病棟の執務室内

で外部と連結していないコンピュータに

おいて行った。電子情報のファイルはパス

ワードで管理し、一部をメモリースティッ

ク等の外部記憶装置に保存し、同執務室内

の金庫等、アクセスの制限される場所に保

管した。病棟、執務室への入室は、警備員

による確認、指紋認証により管理された。 

3) 研究者が保有する個人情報の開示 

被験者から結果の開示希望があった場

合には原則はそれに応じるようにした。た

だし、開示が被験者の治療に影響を与える

可能性があると担当 MDT が判断したもの

については、開示の範囲またはその有無に

ついて検討することとした。 

4) 試料と臨床情報、解析結果の廃棄方法に

ついて 

研究終了時には、原則として全ての評

価シートやデータファイルと情報は速や

かに破棄する。その廃棄方法については、

評価シートはシュレッダーにて裁断する。

データファイルは削除する。ただし、将来

的に他の研究で集計結果を使用する場合

は事前に倫理委員会に申請し審査を受け

ること、同意取得後も本人からの同意撤回

があれば直ちに研究対象から外し情報を

廃棄することとする。 

5) 研究成果の公表における個人情報への

配慮 

研究結果は、個人を特定されない形式で

学会発表や雑誌投稿を行う。被験者から研

究結果について説明を求められた場合は、

全ての対象者に対しプライバシーに十分な

配慮をしたうえで説明を行う。 

 

Ｃ．研究結果 
1. コンサルテーションの実施 

平成 30 年 4 月令和 3 年 3 月の間に、延

べ 23 施設が派遣施設、23 施設が受入施設

となり、コンサルテーションを実施した。 

コンサルテーションの対象となった 23

事例の内訳は、男性19例、女性4例であり、

平均年齢は 46.8 歳（21～71 歳）、平均入院

期間は 37.3 ヶ月（2～108 ヶ月）、治療ステ

ージは急性期 5 名、回復期 9 名、社会復帰

期 9 名であった。主診断は統合失調症が 19

名、統合失調感情障害が 1 名、覚せい剤使

用による精神病性障害が 1 名、知的障害が

2 名であった。そのうち 5 名に広汎性発達

障害の副診断がつき、また 23 名中 10 名は

知能検査による IQ が 60 台以下の軽度から

中等度知的障害域の知能水準だった。 

2. 各種調査項目の回答の分析 

令和 3 年 2 月時点で 16 事例分の各種評

価項目とコンサルテーション実施記録を回

収した。また、担当 MDT を対象とした評価

項目は 91 名分、アンケートは 92 名分を回

収した。 

コンサルテーション実施前と後で各種

評価項目に差が生じるかどうかを分析した。 

対象者に対する評価項目として、共通評

価項目の合計点および社会復帰関連指標の

分散分析の結果を表 1 に、共通評価項目の

中項目の Friedman 検定の結果を表 2 に、

REHAB の t 検定の結果を表 3 に示す。分析

の結果、共通評価項目の合計点（f(2, 

24)=6.45, p<.01）と社会復帰関連指標（f(2, 
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24)=5.50, p=.01）においてコンサルテーシ

ョンの効果が有意であった。Tureky を用い

た多重比較によれば、「コンサルテーション

実施前」と「コンサルテーション実施後」

および「コンサルテーション実施半年後」

の間に有意差があり、コンサルテーション

が実施された後の方が対象者の治療状況が

良好に評価されており、半年後もそれが維

持されていることが示唆された。また、共

通評価項目の中項目については「アドヒア

ランス」（p=.02）と「コミュニティ要因」

（p=.02）に有意差があり、コンサルテーシ

ョン実施後に対象者のアドヒアランスと通

院先、居住先、社会資源の調整に関する評

価が上がったことが示された。対象者自身

の精神科リハビリテーションに関する行動

を評価する REHAB では有意差がみられなか

った。 

多職種チームの機能に対する評価項目

として、CPAT-J の t 検定の結果を表 4 に示

す 。 分 析 の 結 果 、 全 項 目 の 合 計 点

（t(90)=-4.65, p<.01）およびすべての中

項目の合計点において、「コンサルテーショ

ン実施前」よりも「コンサルテーション実

施後」の方が有意に高くなっており、MDT

の機能が向上したことが示唆された。 

コンサルテーションの役立った度合い

を受入施設の MDT を構成するスタッフに 5

件法（役立った、やや役立った、どちらで

もない、あまり役立たなかった、役立たな

かった）で尋ねたところ、「役立った」およ

び「やや役立った」の回答の割合が 95.5％

であった（図 1）。さらに、コンサルテーシ

ョンの実施が事例の問題解決にどの程度つ

ながったかを 5 件法（解決した、やや解決

した、どちらともいえない、あまり解決し

なかった、解決しなかった）で尋ねたとこ

ろ、「解決した」および「やや解決した」の

回答が 63.3％であった（図 2）。 

 

Ｄ．考察 

1. 本研究の対象となった複雑事例につい

て 

本研究の対象者の属性を見てみると、統

合失調症に加え、知的・発達面の問題を抱

え、病識の獲得や内省力、本人の対処スキ

ルの向上に限界があるケースがほとんどで

あった。治療上の限界がある中で、本人の

改善をどこまで求めるか、また、どのよう

な形で帰住先や退院地の調整を行っていく

か苦慮する場合が多いようであった。 

2．複雑事例で扱われた課題と介入につい

て 

各事例で課題として挙がったテーマは

個別性が高く厳密には一般化することは困

難であるが、主には病状や病識に関するも

の、ストレス対処に関するもの、治療関係

に関するもの、地域調整に関するものが挙

がっていた（表 5）。 

これらの課題に対して、コンサルテーシ

ョンでは外部機関から MDT が入ることで複

雑事例に対する再アセスメントが行われ、

種々の問題を整理する作業が行われた。そ

の上で、必要に応じて薬剤調整の検討や基

本的な治療的枠組みの確認と修正（例、定

期的な MDT 会議や地域ケア会議の開催、対

象者も含めての MDT 面接の実施等）が行わ

れた。また、暴力リスクの高い事例では行

動制限が長期に及んでいることがあり、こ

のような場合は行動制限の解除に向けた取

り組みが検討された。心理社会的介入につ

いては、通常提供されているグループプロ
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グラムが適用とならない事例が多く、個別

プログラムの導入の検討やセルフモニタリ

ングシートなどのツールの見直しと活用が

検討された。実際に取り扱われた課題と実

施された介入を表 6～9 に示す。 

コンサルテーション実施前後において、

治療の全体的な進展の度合いを示す共通評

価項目の合計点の改善が見られていること

から、上述したコンサルテーションの取り

組みが複雑事例の治療を促進したことが考

えられる。その内容に関しては、退院申請

時における通院処遇移行後の暴力および問

題行動のリスクを予測する社会復帰関連指

標が下がっていること、対象者の「アドヒ

アランス」と社会復帰に向けての地域の準

備状況を示す「コミュニティ要因」の改善

が見られていることから、医療観察法の趣

旨に則した治療が展開され、効果が表れた

といえる。また、半年後の追跡調査におい

ても治療状況の改善が維持されていること

から、担当 MDT の機能を回復あるいは向上

させるコンサルテーションの効果は一定の

持続性があったと考えられる。対象者の生

活上の行動を評価する REHAB に変化が見ら

れなかったが、課題を絞って実施されるコ

ンサルテーションが対象者の行動全般の変

容に与える影響については、より長期的な

評価が必要と考えられる。 

受入施設の MDT に対するコンサルテーシ

ョンのアンケート結果からは、複雑事例を

抱える MDT スタッフのほとんどがコンサル

テーションを受けることが治療に役立った

と捉えており、また 6 割以上の事例で具体

的な問題解決につながったことが示唆され

た。 

3．コンサルテーションの意義と課題 

コンサルテーションの中で、ケースフォ

ーミュレーションを軸として複雑事例の見

立てと治療戦略を見直し、4 カ月間の中で

具体的な治療目標の設定と実施を繰り返し

ていく取り組みは、医療観察法の医療の中

で入院の長期化が懸念される事例に対して、 

一定の治療促進的な役割を果たす可能性が

あると考えられる。 

複雑事例を抱えた MDT は、治療に対して

手詰まり感を抱き、チームの動機付けや機

能が低下している場合が少なくない。コン

サルテーションを行う中で、担当 MDT のモ

チベーションが改善したとの感想が多く聞

かれた。コンサルトチームが院外からのサ

ポーターとして、担当 MDT が抱えている困

難感に共感を示し、支持的な言葉をかける

ことが、複雑事例を抱えるチームのエンパ

ワメントにつながったことが考えられる。 

また、コンサルトチームからの具体的な

助言により、担当 MDT が関わりの際の目標

や、新たな方策を見出す契機となったよう

である。複雑事例では、対象者本人の治療

動機の低さや、セルフモニタリング能力の

乏しさ、病識や内省の困難さが話題になる

ことが多い。各病院で使われている様々な

ツールや治療プログラム、その他の工夫点

などについて情報交換することにより、MDT

の介入手段の拡充や自信の向上につながっ

たものと思われる。 

さらに、コンサルテーションは、対象者

とチームとの相互作用・力動を俯瞰し、再

考する機会となっていることが考えられる。

例えば、担当 MDT が、対象者の自発性や意

欲を引き出すことよりも、直面化や指導的

な態度を示しがちであったり、対象者に対

する陰性感情が治療の進展に影響を及ぼし
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ていたりする場合がある。また、MDT ある

いは病棟の構造や力動によって、本来のチ

ーム医療の機能が十分に発揮されにくくな

っていることもある。このような、内部で

は気付きにくいチームの特徴や傾向に関し、

外部から助言を受けることにより、チーム

の方針を修正するなどしてより高次のチー

ム医療を実現する可能性が開けたと考えら

れる。 

一方、実施施設を拡大する中で、開棟し

て比較的年月の浅い指定入院医療機関、あ

るいは、規模の小さい指定入院医療機関に

よっては、コンサルトチームを組むことが

困難であるとの意見も聞かれた。また、施

設やチームによってコンサルテーションに

対するモチベーションやニーズ、資料作成

のスキルに差があることも示唆された。こ

れらのことから、今後のコンサルテーショ

ンのあり方として、経験豊かで各種スキル

の伝達役を担うことができるコンサルトチ

ームをいくつか選定し、各指定入院医療機

関のニーズに応じて適宜コンサルテーショ

ンを実施できるような仕組みが整備される

ことが望まれる。 

本研究のコンサルテーションでは、標準

的な医療の提供について助言・確認される

とともに、各施設で培われてきた知見や独

自の臨床実践が相互に紹介される機会とな

っている。コンサルテーションによって全

国の指定入院医療機関の医療の均てん化が

促進され、さらに各施設の創造性の高いオ

リジナルの試みを共有していくことが今後

必要となっていくと考えられる。 

5. 研究としての限界 

複雑事例に対するコンサルテーション

実施に際しては、MDT が治療上の困難から

コンサルテーションが必要と判断しても、

対象者の同意が得られず、本研究の対象か

ら除外された症例が少なからず存在した。

そのため、真にコンサルテーションが必要

な対象者が含まれていない可能性がある。

また、本研究における介入は、通常の臨床

業務としての側面もあるため、純粋な統制

群を設けることは困難であった。今後は

MDT により適用が望ましいと判断されなが

らも実際には参加しなかった群との比較を

行うことなども検討したい。 

 
Ｅ．結論 

コンサルテーション実施前後で対象者

の治療状況および担当 MDT のチーム機能を

評価する評価項目の得点に有意な向上が見

られた。このことから、本研究で開発した

コンサルテーションの手順や各種シート類

の活用、そうしたツールを用いての継続的

なコンサルテーションの実施は、複雑事例

の治療促進に有効と考えられる。 
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